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東商品支発第３０号 

２０２５年５月２０日 

 

東京商工会議所中小企業委員会 

 委員長 大島 代次郎 様 

 

                   東京商工会議所品川支部 

                   会  長  武 田 健 三 

 

                       中小企業・税制特別委員会委員長 

                                                  国 分 直 人 

 

品川支部 ２０２６年度中小企業施策に関する要望 

 

当品川支部で、区内会員企業 1,653社を対象に実施した「政策提言・政策要望

アンケート調査」（2024 年 12 月～2025 年１月実施）では、2024 年１－12 月の

業績について、2023 年の同調査（2023 年１－12 月の業績）と比較すると、「悪

化」と回答した割合は 4.1ポイント増加との結果が出ています。 

 中小企業において、あらゆる業種で人材不足が深刻化し、不安定な為替や原材

料費の高騰の影響に加え、地政学リスク等により先行きの不透明感が増してい

ます。 

 足下の難局を乗り越え、日本経済を本格的な回復へ、そして新たな成長の軌道

に乗せていくためには、地域経済の中核を担う中小企業の経営基盤の強化が不

可欠です。そのためには、人材確保に係る支援の強化や生産性向上、物価や原燃

料価格の高騰の経営への影響を最小限に留められるよう適切に価格転嫁を行う

ことのできる環境整備が求められます。サプライチェーン全体の好循環の実現

に向けてコストアップを大企業・中小企業の双方が適切に負担するなど、社会全

体で不合理な商慣行の見直しをより強力に、迅速に推進しなければなりません。

同時に、持続的な成長につながる新規事業の創出、事業転換への取り組みに対す

る積極的な支援が求められます。 

 当支部では、区内会員企業の意見や、中小企業・税制特別委員会での活発な議

論を経て、このたび本要望を取りまとめました。中小企業委員会の要望に取り上

げていただきますようお願い申し上げます。 
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記 

 

１．多様な人材活躍の推進と生産性向上 

 

中小企業の人材不足は、業種・規模に関わらず、深刻な経営課題となってい

ます。中小企業においては採用コストの負担も重く、人材が確保できないこと

で健全な経営を阻まれている事業者もおり、中小企業の持続的な成長のための

喫緊の課題です。 

また、人材不足という経営課題解決のため、ＩＴ導入によって省力化・業務

効率化を実現することがさらに重要となっています。急速にデジタル化が進ん

だ企業が増える一方、資金やノウハウの不足からＩＴ導入に踏み切れない事業

者もおり、ＩＴ導入による生産性向上は事業者間で格差が生まれつつありま

す。 

中小企業における人材の確保、多様な人材活躍の推進や生産性向上に向けた

ＩＴ・ＩｏＴ導入・利活用にあたり、以下のとおり要望いたします。 

 

（１）人材不足・働き方改革への対応・支援策の拡充 

① 外国人材受け入れに資する「育成就労制度」の早期具体化 

② 外国人材の受入促進に資する施策の充実（日本語教育に関する支援の充実、

住居環境等の整備、役員・従業員等の多言語コミュニケーション支援、各

地域の好事例の横展開等） 

③ シニア人材採用における支援（中小企業とのマッチング支援強化、エイ

ジフレンドリー補助金の拡充等） 

④ ジェンダーフリーの誰もが働きやすい環境づくりに向けた支援強化（女

性向けキャリアチェンジ支援事業の周知強化、女性が活躍する海外事例

の収集等） 

⑤ 少子化対策による労働人口増加への支援（えるぼし認定・くるみん認定

等の取得促進、仕事と育児を両立しやすい社内体制整備への支援、０歳

～２歳児の保育費用無償化等） 

⑥ 業務負担軽減のため、自動車運転前後のアルコールチェック義務化につ

いて、近隣移動など短時間の自動車使用では運転前のみ実施するなど柔

軟な対応への見直し 

⑦ 「2024 年問題」に対する支援（「物流革新に向けた政策パッケージ」の

着実な実行、設備・システム導入に対する助成、求人支援等） 

⑧ 中小企業の新卒採用への支援（インターンシップ実施における実施費用の

助成のほか、採用後の研修費用支援や試用期間中の人件費補助等） 

⑨ やむを得ず倒産、廃業となった企業の従業員の雇用斡旋等の支援 

⑩ 障害者雇用促進に向けた支援（社会福祉法人等に業務の外注や寄付を行う

こと、超短時間労働者を雇用することを法定雇用と認める等障害者雇用率
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制度の柔軟な運用） 

⑪ 企業の人材流動化に関する支援の強化（企業間マッチング支援等） 

⑫ 技術者確保が難しくなっている中堅・中小企業の技術者採用に係る費用に

対する助成制度の創設（採用に係る人材紹介手数料等費用の助成） 

⑬ 副業がしやすい環境の整備（副業・兼業の促進に関するガイドラインの周

知強化等） 

⑭ リスキリング教育やＩＴリテラシー向上に対する支援の拡充（ＤＸ実践人

材リスキリング支援事業、人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング

支援コース）周知強化と上限額引き上げ等） 

⑮ 健康経営に係る支援強化（周知強化、インセンティブの拡充） 

 

（２）中小企業のＩＴ・ＩｏＴの導入と活用に向けた支援 

① 省力化に資するＤＸ推進支援（中小企業デジタルツール導入促進支援事業

の助成限度額の拡充等） 

② 中小企業省力化投資補助事業のカタログ注文型における小規模枠創設（補

助率引き上げ）、カタログ掲載製品の拡充等 

③ ＩＴ導入レベル別の支援体制の構築（ＤＸ推進支援事業の周知強化、ＩＴ

導入レベルに対応した相談体制の強化等） 

④ 中小企業のＤＸ推進に向けた、ＩＴ企業の従業員に対する出向や副業の柔

軟な運用に対する支援 

⑤ ＩＴ導入に関する補助金におけるハード購入の上限金額引き上げと補助

対象の拡充（サーバーやアプリケーション等を設備投資対象とする等） 

⑥ 中小企業に対するサイバーセキュリティ対策に関する支援強化（脆弱性診

断の実施など基盤強化に向けた支援や、セキュリティ対策を各補助金の加

点評価へ反映する等） 

 

２．活力ある地域経済実現に向けた支援策 

 

地政学リスクや円安等によって原材料価格の高騰等の影響が深刻化していま

す。また、多くの中小企業が賃上げに取り組むが、「賃上げ疲れ」との声も聞か

れます。中小企業の自発的・持続的な賃上げに向けて、強力な支援が求められる

現状を鑑み、影響を最小限にするための支援策及び経済活性化につながる支援

制度の創出が必要であると考えます。 
厳しい経営環境に直面している中小企業・小規模事業者への支援策につきま

して、以下のとおり要望いたします。 

 

（１）事業環境の変化による影響最小化に向けた支援と産業活性化策の推進 

① 従業員の賃上げを行った企業に対する支援（社会保険料負担の軽減措置や

賃上げに伴う人件費増加分への助成、マル経融資「賃上げ貸付利率特例制

度」の継続・拡充、業務改善助成金の助成金額の上限の拡充、各種助成金・



4 

 

補助金の特別枠創設等） 

② 事業環境の変化に伴う資源・部材価格の高騰に対応する支援制度（価格転

嫁を求める側、受ける側双方で活用できる制度）の拡充（例：適正なサー

チャージ制に応じた事業者への入札時の評価向上等） 

③ 物価高騰に対する支援の強化（各種助成金・補助金の特別枠創設等） 

④ 資金繰り支援の強化及び周知徹底（借換保証など中小企業の返済負担軽減） 

⑤ 金融機関、保証協会等との連携による中小企業活性化協議会等による早期

相談、早期経営改善支援につながる周知の強化 

⑥ 廃業時の支援体制の強化（「廃業時における経営者保証ガイドラインの基

本的考え方の改定」の周知強化等） 

⑦ 防災、災害対策に対する支援の強化（ＢＣＰ策定に対する伴走支援、策定

費用の助成） 

⑧ 廃業後の再チャレンジを後押しする支援の強化（失敗を許容する意識、文

化の醸成等） 

 

（２）中小企業の活力強化に資する大胆な消費喚起策の実施 

① 子育て現役世代の消費を増やす施策の検討・実施（一例：育児・教育に用

途を限定した給付金、子育て世代向けの地域振興券等） 

② ＤＸ・ＧＸ、ＳＤＧｓ、フィンテック等、新たなサービス・技術開発を促

進するための大胆な費用補助策と消費喚起策の同時実施 

 

３．大企業と中小企業の共存共栄関係の構築による好循環の実現 
 

 世界情勢の不安定化に伴う資源等の価格上昇や物価高騰が急激に進行してお

り、苦境に立っている中小事業者の事業環境改善に向けて、価格転嫁をより迅

速かつ強力に進めることが必要です。そのためには、取引価格の適正化ととも

に、中小企業の生産性向上を大企業が積極的に支援する「大企業と中小企業の

新しい共存共栄関係の構築」が重要です。また、資源等の価格上昇や物価・エ

ネルギー価格高騰に加え、賃上げ原資の確保を含めた労務費の適切な価格転嫁

による適正な価格をサプライチェーン全体で定着させることが重要です。 

つきましては、上記の認識のもと、政府主導による取引環境の一層の改善に

向けた取り組みにつき、以下のとおり要望いたします。 

 

（１）サプライチェーン全体の好循環の実現 

① 「サプライチェーン全体の好循環に向けた取引環境の改善」をＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）の実現に向けた取り組みの一環として明確に位

置付け、社会全体を啓発 

② 下請企業による無償サービス（例：運送業者や卸売業者による倉庫や店舗

の陳列など）の有償化の徹底（元請企業や業界団体、消費者への啓発） 
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（２）価格転嫁をはじめとした取引適正化 

① 中小企業の取引環境の改善（中小企業取引対策事業の実効性強化、下請法

の取締強化等） 

② 自治体の公共事業における価格転嫁への柔軟な対応（複数年契約の受注に

ついても外部環境を踏まえた柔軟な対応） 

③ 「パートナーシップ構築宣言」の普及徹底と実効性向上、宣言企業へのイ

ンセンティブ付与（宣言企業へのフォローアップ及び好事例の共有による

導入促進、自治体など公的機関において優先発注の対象とする、加点対象

となる補助金の追加や補助率の引き上げ、無利子の実現・低利融資の更な

る拡充、優遇税制の適用等） 

④ 約束手形の廃止に向けた動きの中で中小企業が資金調達や資金繰り等で

実質的不利益を生じさせないような方策の検討 

⑤ 原材料費やエネルギー価格の高騰に対して、価格転嫁を促す各種支援策の

周知強化 

 

４．新たな挑戦を行う中小企業への支援と円滑な事業承継の推進 
 

中小企業は、人材不足、売上減少・コスト増加、ＩＴ化による事業環境の急

速な変化等の様々な課題に直面しています。大変厳しい状況にありながら新た

な挑戦をする中小企業への支援策が必要です。 

同時に、中小企業経営者の年齢は高齢化が進んでおり、事業承継は喫緊の課

題となっています。2018年には事業承継税制が抜本的に拡充されたことをはじ

め、さまざまな施策が措置されています。この「大事業承継時代」を変革と創

造の好機と捉え、次世代への経営のバトンタッチの円滑化を図ることで、価値

ある事業と技術を次世代へ承継しなければなりません。中小企業の新たな挑戦

を後押ししイノベーション創出につながるように、支援策について以下のとお

り要望します。 

 

（１）社会的ニーズに対応する中小企業の新たな挑戦を後押しするための支援

強化 

 ① 販路開拓に対する支援の推進（小規模事業者持続化補助金の継続、専門家

等による支援強化等） 

② 中小企業とスタートアップのオープンイノベーション促進に向けたマッ

チング支援強化 

③ 国・東京都で実施しているスタートアップ支援事業における企業の成功事

例共有 

④ 各種補助金・助成金における採択・事業開始までの迅速化、書類の簡素化

等 

⑤ ＥＣサイト構築・運用やＥＣモール出店に係る支援の強化 

⑥ 展示会出展助成事業（東京都）について、複数回かつ継続的に国内外展示
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会出展へ対応出来るよう助成上限の拡充および申請要件（売上減少・赤字

等）の緩和 

⑦ 流通・サービス業を対象とした展示会出展や設備投資に係る助成制度の充

実（製造業並みに） 

⑧ Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業（成長型中小企業等研究開発支援事業）の継続的な実

施と更なる大規模な研究開発にも対応できるよう助成金額の引上げ 

⑨ 大学・研究機関と企業とのマッチングから製品化まで支援を行うコーディ

ネーターの育成強化 

⑩ 海外展開に対する支援の拡充（越境ＥＣの実施を検討する企業に対する伴

走支援、海外代理店の紹介や斡旋、公的支援機関の連携支援等） 

 

（２）円滑な事業承継の推進支援 

① 法人版事業承継税制特例措置の延長・恒久化（特例措置の期限到来後も一

般措置において特例措置と同等の内容に拡充） 

② 廃業懸念企業がＭ＆Ａによって譲受企業にて事業を存続できた好事例の

発信とＭ＆Ａについての相談体制強化 

③ 中小企業が安心してＭ＆Ａに取り組める環境の整備（経営者に対する啓発

活動の充実やＭ＆Ａに関するリテラシー向上に向けた支援強化、不当にＭ

＆Ａ仲介料を引き上げる仲介業者の監督強化、Ｍ＆Ａ支援機関登録制度に

登録した仲介業者への登録取消しに係る氏名公表措置などガイドライン

を遵守した監視のさらなる徹底、中小企業のＭ＆Ａ実施事例の横展開） 

④ 事業承継・引継ぎ支援センターの体制拡充、小規模案件のＭ＆Ａマーケッ

ト形成に向けた支援の強化 

⑤ 経営者保証ガイドラインにおける経営者保証改革プログラムの周知と運

用の徹底（金融機関で個人保証の解除を断られる事例が報告されているこ

とから金融機関による説明の徹底、信用保証協会における旧経営者による

保証の速やかな保証解除等） 

 

５．脱炭素、カーボンニュートラルへの対応 
  

 ＣＯ２削減については、政府主導で極めて高い目標が示された結果、電気代

や燃料代などの価格上昇が進み、脱化石燃料を通して業態転換を迫る動きが加

速した場合、体力の弱い中小企業へのしわ寄せが懸念されます。 

また、カーボンニュートラルによって企業が得られるメリットを明確にする

必要があります。より社会に浸透するため、取り組みを始める中小企業・小規模

事業者が増えるよう、具体的な情報提供や事業者への支援によって初期段階の

企業のモチベーションアップにつながる支援が必要です。 

取り組みを始める中小企業・小規模事業者が増えるよう、支援策について以

下のとおり要望します。 
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① 省エネ・非化石転換補助金、ＳＨＩＦＴ事業等のさらなる拡充による設備

投資への支援 

② 中小企業が脱炭素に取り組む意欲を高める情報提供と具体的な取り組み

方法の提示や取り組み事例の周知活動の強化 

③ 中小企業のインセンティブ付与など、取組みを後押しする必要があること

から事業者のモチベーションアップにつながる施策の導入 

 


